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商業施設は社会の公器であり、主に消費者が利

用する場であることから、社会構造や消費者行動、

ならびに価値観の変化による影響を受けやすい。

こうした社会経済状況は常にかつ加速度的に変化

しており、それらが商業施設に及ぼす影響を分析

することは極めて重要なテーマである。

そこで本稿では、重要と考えられる 10 のテー

マを抽出し、それぞれについて「1.商業施設のト

レンド」「2.商業施設のあり方」の視点から考察を

行うこととした。なお、各テーマに優先順位や優

劣を付けるものではない。本稿が、商業事業者の

みならず、投資家・施設所有者などにとって、商

業施設に関するトレンドを把握し、理解を深める

ための一助となれば幸いである。

本誌では誌面の関係で、上記の概要をダイジェ

ストでご紹介する。なお、全文はザイマックス総

研のHP掲載のレポートにてご確認されたい。

（https://soken.xymax.co.jp/report/ 2603-

future_retail3.html）
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1. 人口減少・少子高齢化

＜商業施設のトレンド＞
人口減少・少子高齢化に加え、世帯構成の変化

を背景として、商業施設の利用構造は大きく変わ

りつつある。かつての主流であった「車で郊外モー

ルに来館するファミリー層」を軸としたモデルは

相対的に優位性が低下し、高齢者、子育て世帯、

単身者、DINKs層など、多様な生活者がそれぞ

れの目的や生活動線に応じて施設を選ぶ時代へ移

行している。高齢者にとっては、徒歩圏や公共交

通でアクセスしやすい近隣型・駅前型施設の重要

性が高まっている。一方、子育て世帯では、短時

間で買い物や用事を済ませられる利便性と安全性

が重視される。さらに、単身者や共働き世帯では、

駅直結型や複合開発型施設における効率性や時間

価値への評価が高まっており、来館目的や施設に

求められる機能は従来以上に細分化している。

＜商業施設のあり方＞
こうした環境下で商業施設には、単なる物販機

能の提供にとどまらず、医療、福祉、行政、教育、

文化などを取り込んだ「日常生活完結拠点」として

の役割強化が求められる。都市・地方、住宅地・

オフィス街、都心・郊外といった立地や商圏特性

に応じて、必要な機能やテナント構成を最適化し、

地域ごとの需要を着実に取り込むことが重要であ

る。また、国内市場の縮小を見据えれば、海外マー

ケットの開拓や、アプリ・会員基盤・EC連携な

どデジタルチャネルの活用による新たな事業機会

の創出など、収益源を多様化する視点も不可欠で

ある。短期的な収益確保と中長期のブランド価値

向上を両立できるかどうかが、今後の競争力を左

右する重要な論点となる。

2. 物価上昇

＜商業施設のトレンド＞
物価上昇は、消費者の購買行動と商業施設の運

営コストの双方に大きな変化をもたらしている。

消費行動の面では、漫然と館内を回遊するのでは

なく、明確な目的をもって効率的・合理的に購買

する傾向が強まりつつある。また、家計防衛意識

の高まりにより、徹底した節約志向が広がる一方

で、高品質な商品や体験には対価を払うという二

極化も進行している。その結果、施設内では低価

格帯の業態と高付加価値型の業態が併存する構図

が定着しつつある。運営面では、エネルギー価格

や人件費の上昇が施設収益を圧迫しており、コス

ト構造の可視化と機動的な管理の必要性が高まっ

ている。価格感度が高まるなかで、単なる利便

性だけではなく、来館するだけの明確な利用価値

を示せるかどうかが、施設選択の大きな分岐点と

なっている。

＜商業施設のあり方＞
今後の商業施設には、「支出に対する納得感」を

提供する場へと進化することが求められる。生活

防衛ニーズに応える低価格帯商品やサービスを揃

えるだけでなく、感性を刺激する体験価値や非日

常性を併せて提供し、ターゲットごとに異なる価

値基準に応える必要がある。また、アプリや会員

基盤などのデジタル接点を活用し、日常の節約消

費と非日常の体験消費を施設全体で循環させるこ

とで、消費者の生涯価値（LTV：Lifetime Value）
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を高める仕組みづくりも重要になる。並行して、

省エネ設備の導入やデータ活用による需要予測、

運営の効率化を進め、コスト構造の最適化を図る

ことが不可欠である。物価上昇を一時的な逆風と

してではなく前提条件として捉え、生活の質を支

えるパートナーとして信頼を獲得できるかが、持

続可能性を左右する。

3. 人手不足

＜商業施設のトレンド＞
慢性的な人手不足を背景に、商業施設ではサー

ビスモデルや運営体制の前提そのものが見直され

ている。営業時間の短縮、提供メニューの集約、

館全体での定休日設定など、限られた人員に応じ

て運営規模を適正化する動きが進む一方で、待ち

時間の増加や清掃頻度の低下、スタッフ不在によ

る接客品質の低下など、顧客体験への影響も顕在

化している。こうした状況に対応するため、従来

は従業員が担っていた業務を、消費者のセルフ操

作やシステム活用へ移し替える動きが加速してお

り、省人化・自動化によるオペレーション再構築

は標準的な施策となりつつある。また、シニア、

外国人、スポットワーカーなど多様な人材の活用

が進むなかで、業務マニュアルの整備やシフト管

理の高度化も重要な課題となっている。

＜商業施設のあり方＞
今後の商業施設には、人手を増やすことを前提

にするのではなく、限られた人員で持続可能な運

営を可能にするサービスとオペレーションを再設

計する視点が求められる。定型業務についてはセ

ルフ化・自動化をさらに進める一方、接客、クレー

ム対応、イベント運営など、人にしか担えない高

付加価値業務に人材を重点配置することが重要で

ある。また、空間演出や動線設計の工夫によって、

人員の多寡に左右されにくい顧客体験の場を構築

する必要がある。さらに、業務の細分化、共通マ

ニュアルの整備、テナント横断での相互補完体制

の構築などを通じて、多様な就業者が働きやすい

基盤を整え、従業員満足度の向上と離職防止を両

立することが、今後の競争力確保に直結する。

4. テクノロジーの進化

＜商業施設のトレンド＞
テクノロジーの進化により、商業施設は購買の

唯一の場ではなく、オンラインと補完し合う存在

へと変化している。コロナ禍を契機としてEC利

用やキャッシュレス決済が日常化し、消費者は目

的や利便性に応じて店舗とオンラインを使い分け

るようになった。運営面でも、接客、決済、施設

管理などの領域でデジタル技術の導入が進み、省

人化と生産性向上が加速している。また、アプリ

や購買データを活用した会員管理、クーポン配信、

パーソナライズ販促も広がっており、商業施設は

消費者との継続的な関係を設計する場へと変わり

つつある。一方で、高齢者など対面対応や現金決

済を求める層も依然として存在しており、デジタ
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ルとアナログの併存をどう図るかが重要な論点と

なっている。

＜商業施設のあり方＞
今後の商業施設には、リアルとデジタルを融合

した「フィジタル」な再設計が求められる。来館前

の情報収集、館内回遊、購買、来館後のフォロー

までをアプリやデータでつなぎ、実店舗ならでは

の接客や空間演出と組み合わせることで、ECで

は代替しにくい体験価値を高めることが重要であ

る。また、POS、在庫、人流、設備稼働などのデー

タを統合し、需要予測、人員配置、設備管理を高

度化することで、施設運営の効率化とデータドリ

ブン化を進める必要がある。その一方で、個人情

報保護やサイバーセキュリティへの対応、高齢者

やデジタルに不慣れな層への配慮も欠かせない。

一律的な導入ではなく、立地や利用者特性に応じ

た実装を進められるかが、競争力を左右する。

5. 働き方・働く場所の変化

＜商業施設のトレンド＞
働き方・働く場所の変化により、商業施設は

従来の「消費の場」に加え、「働く場」「生活と仕事

が交差する場」としての役割を強めている。商業

施設内へのコワーキングスペースやサテライトオ

フィスの導入が進み、駅前や生活動線上の施設は

自宅や本社以外のサードプレイス需要の受け皿と

なっている。また、リモートワークの浸透によって、

平日日中のカフェ利用や短時間の買い回り、仕事

の合間の飲食・サービス利用が増えるなど、来館

時間帯や滞在目的も多様化している。一方、施設

運営側でも、多様な働き方を前提としたシフト設

計や教育体制の見直しが課題となっている。

＜商業施設のあり方＞
今後の商業施設には、「生活と仕事が融合する

サードプレイス」としての再定義が求められる。

単にワークスペースを設けるのではなく、集中と

交流を両立できる空間設計や安定した通信環境の

整備により、快適に働ける拠点へと進化すること

が重要である。また、ワーカーを集客の核と捉え、

飲食、物販、健康、学び、趣味などの機能を組み

合わせることで、滞在時間と消費機会を広げるこ

とができる。さらに、省人化やシフト最適化、多

様な人材の活用を通じて、運営・雇用の柔軟性を

高めることも欠かせない。ただし、こうした機能

の導入はすべての施設に有効とは限らず、立地や

商圏特性を踏まえ、取り入れる機能や水準を見極

めることが重要となる。

6. 外国人との共生

＜商業施設のトレンド＞
商業施設は、外国人との共生を具体化する日常

的かつ多面的な接点として重要性を高めている。

訪日客にとっては、買い物の場にとどまらず、地

域の生活文化に触れる体験の場としての意味合い

が強まっており、多言語案内、免税対応、決済環

境の整備は全国的に必須要件となりつつある。ま

た在留外国人にとっては、商業施設が生活情報を
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得たり母国の食や文化に触れたりする拠点として

機能しており、専門食材店やハラール対応飲食店、

多言語対応店舗などが地域全体の利便性を支える

存在となっている。さらに、外国人材は接客、販

売、清掃、警備、物流など幅広い業務を担い、人

手不足が深刻な現場を支える重要な戦力となって

いる。

＜商業施設のあり方＞
今後の商業施設には、外国人を「訪れる人」「暮

らす人」「働く人」の三つの側面から捉え、多様な

人びとが安心して関われる場へと進化することが

求められる。訪日客に対しては、地域資源と連動

した独自の体験価値を提供し、施設自体をデス

ティネーション（目的地）化することで持続的な集

客力を高めることが重要である。生活者としての

外国人に対しては、多言語による生活情報提供や

翻訳ツールの整備、文化・宗教への配慮を通じて

安心感と帰属意識を醸成する必要がある。働く外

国人に対しては、異文化理解研修や相談体制の整

備、多文化イベントの実施などを通じて、単なる

労働力ではなく価値創造のパートナーとして位置

づけることが重要である。摩擦や課題を組織的に

改善しながら、地域の信頼と魅力を高める運営姿

勢が欠かせない。

7. 都市と地方

＜商業施設のトレンド＞
都市と地方の構造差の拡大は、商業施設の役割

や運営モデルを大きく分化させている。都市部で

は、駅直結型や複合開発型の施設が生活動線に組

み込まれ、商業・オフィス・住宅・ホテルが一体

化した空間の中で、日常消費と余暇消費を支える

高頻度・短時間利用の場として機能している。加

えて、資材価格の高騰や建設人手不足を背景に、

再開発の遅延や計画見直しといった供給制約も

強まっている。これに対し地方では、商業施設が

物販にとどまらず、医療、行政、金融、交流機能

を補完する生活インフラとしての性格を強めてい

る。一方で、人口減少や人手不足、テナント撤退

の影響により、規模適正化や用途転換を迫られる

事例も増えている。

＜商業施設のあり方＞
今後の商業施設には、地域特性に応じた役割の

重点化が求められる。都市部では、飲食・サービ

ス・体験・コミュニティ機能を組み合わせ、都市

生活の利便性と快適性を高める高密度な集積拠点

として進化していく必要がある。地方では、生活

必需機能や公共サービスを集約し、地域コミュニ

ティを支える持続可能な拠点としての役割強化が

欠かせない。さらに、都市と地方の施設をECや

ライブコマースで結び、相互送客や広域商業圏の

形成を図る視点も重要になる。加えて、将来的に

は自動運転や配送ロボットなどモビリティ技術の

進展により、都市では駐車場などの空間活用の見

直し、地方では移動・配送支援の拠点化が進むこ

とで、商業施設は人・モノ・情報・移動をつなぐ

社会基盤としての価値を一段と高めていくと考え

られる。
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8. 建物の築古化

＜商業施設のトレンド＞
商業施設の築古化は、業態の変遷と重なりなが

ら進行している。1970年代から 1990年代初頭に

主流だった都心・駅前立地のGMSは築30 ～ 50

年を迎え、建替え・再開発といった抜本的な更新、

改修・リノベーションや用途転換による機能の再

構築、さらには必要最小限の修繕にとどめつつ将

来的な閉鎖や売却を見据えた段階的な撤退など、

対応が多様化している。また、1990年代以降に拡

大した郊外型SCや専門店も築古化局面に入りつ

つあり、物理的な老朽化に加え、低天井、柱割に

よるレイアウト制約、電気容量不足などの構造的

制約が、滞在・体験型や飲食比率上昇といった現

在の商業ニーズとのミスマッチを生んでいる。一

方で、SCでは定期的なリニューアルにより陳腐

化を抑える動きも定着している。

＜商業施設のあり方＞
今後は、既存ストックを前提とした「築古化マ

ネジメント」が重要となる。設備更新や動線改善、

休憩スペースの設置、緑化、サイン計画の見直し

を通じて、長寿命化と体感価値向上を両立するこ

とが求められる。また、立地や建物条件を踏まえ、

建替え・縮小・用途転換の実施可否を適切な時期

に見極めることが重要であり、都市部では行政・

医療・居住機能を組み合わせた多機能型生活拠点

化、郊外では物流施設などへの転換も視野に入れ

る必要がある。さらに、耐震性向上、インフラ刷新、

バリアフリー対応などを通じて安全・安心を高め、

事業継続性と施設への信頼を確保することも欠か

せない。築古化への対応は、単なる延命ではなく、

資産価値と地域における役割を再定義する戦略と

して位置づけるべきである。

9. サステナビリティ

＜商業施設のトレンド＞
商業施設は、環境負荷の高い大量消費の場から、

持続可能な暮らしを提案する場へと役割を変えつ

つある。建物・設備面では、LED照明、高効率

空調、BEMS（ビル・エネルギー・マネジメント・

システム）、太陽光発電などの導入が進んでいる。

新築や大規模改修ではZEB（ネット・ゼロ・エネ

ルギー・ビル）、CASBEE（建築環境総合性能評

価システム）、LEED（環境配慮型建築の評価制度）

といった環境認証の取得も重視されている。こう

した環境性能の高さは、テナント誘致や投資家評

価にも影響する重要な要素となっている。また、

リユース、アップサイクル、シェアリング、リペア、

量り売り、フードロス削減など、循環型を意識し

た業態や仕組みも広がっている。さらに、地産地

消マルシェや地域イベント、防災訓練、環境教育

などを通じて、商業施設が地域の公共空間として

機能する場面も増えている。

＜商業施設のあり方＞
今後の商業施設には、環境配慮型の施設にとど

まらず、持続可能な暮らしを地域とともにつくる

場としての進化が求められる。省エネや再エネ、

防災機能の実績を見える化し、利用者やテナント

が価値を実感できる形で示すことが重要である。

また、循環型業態や学習・体験型企画を組み込ん
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だテナントミックスを通じて、世代や属性を問わ

ずサステナブルな選択を自然に実践できる環境を

整える必要がある。さらに、自治体、エネルギー

事業者、金融機関、テナントと連携し、省エネ投

資や共同物流・共同リサイクルを進めることで、

環境負荷低減と事業継続性を両立する視点も欠か

せない。暮らしやすさや合理性と結びついた提案

が、今後の競争力を左右する。

10. ウェルビーイング

＜商業施設のトレンド＞
ウェルビーイング志向の高まりにより、商業施

設は「購買の効率性」や「消費の最大化」を目的と

する場から、心身を整え、安心して過ごせる生活

拠点へと役割を広げている。近年は、環境水準や

滞在の快適性への評価が高まり、居心地の良さ、

疲れにくさ、安心感といった要素が再訪理由とし

て重視される傾向が強まっている。また、テナン

ト構成も物販中心から、医療、フィットネス、リ

ラクゼーション、学びなど、心身のメンテナンス

や自己研鑽を支える非物販機能へと広がりつつあ

る。こうした機能は売上げだけでなく、来館頻度

や滞在時間の増加にもつながり、施設全体の価値

を底上げする役割を担っている。加えて、従業員

の健康や就労環境への配慮も安定したサービス品

質を支える重要なテーマとなっている。

＜商業施設のあり方＞
今後の商業施設には、単に健康関連機能を併設

するだけでなく、生活者のQOLを底上げする拠

点としての再設計が求められる。医療モールや調

剤薬局、フィットネスなどを日常動線上で利用し

やすく配置し、歩きやすい館内動線や休憩空間の

整備を通じて自然に健康行動を促すことが重要で

ある。また、栄養相談、バイタル測定、食育や未

病対策、メンタルヘルス支援などを継続的に提供

し、健康維持を習慣化できる場へ進化することも

求められる。さらに、DXによる業務負荷軽減や

休憩環境の改善、ハラスメント防止体制の整備を

通じて、従業員にとっても働きやすい施設運営を

実現することが顧客体験と持続可能性の両立につ

ながる。




